
（１）

直接工事費の９５％

共通仮設費の９０％

現場管理費の６０％

一般管理費の３０％

（２）当該入札の入札者の平均入札額の９０％

 ※（１）の額は７５０万円とする。

平成２１年４月１日以降に発注する工事に適用します。

※ 調査基準価格は、最低制限価格と同様の設定方法により設定します。

④

予定価格算出の基礎となった次に掲げる額の合計額

（１）または（２）のうちいずれか低い額

予定価格が１億円以上の工事請負契約については、低入札価格調査を実施
します。

上記金額が、予定価格の３分の２に満たないときは予定価格の３分の２とします。
また、予定価格の８５％を超えるときは予定価格の８５％とします。

この場合の入札者には予定価格を超過した金額を記載した入札書を提出した
入札者は含みません。

一般競争入札（総合評価落札方式を除く）に付する予定価格が１億円未満
のすべての業種の工事請負契約

①

②

③

工事請負契約における最低制限価格制度の導入について

対 象 契 約

最低制限価格の設定方法

※

 Ａ社７４０万円、Ｂ社７６０万円、Ｃ社９００万円の場合

Ａ社が落札　（最低制限価格＝７２０万円）

ケース１

ケース２

実 施 時 期

予定価格１，０００万円の工事の入札における例

※

( 参 考 )

※（１）７５０万円 ＞（２）７２０万円（８００万円×０．９）のため
平均入札額

 Ａ社７４０万円、Ｂ社９６０万円、Ｃ社１，０００万円の場合

Ｂ社が落札　（最低制限価格＝７５０万円）

※（１）７５０万円 ＜（２）８１０万円（９００万円×０．９）のため
平均入札額


